
（ 2） 巡視船のプロペラに係る予備翼について、寸法、形状等が同一で互換性のあるものを

複数の巡視船で共有することにより、その隻数に応じた必要枚数を検討して、適切な

製造枚数となるよう改善させたもの

会計名及び科目 一般会計 （組織）海上保安庁 （項）船舶建造費

部 局 等 海上保安庁本庁

契 約 名 可変ピッチプロペラ装置 8式ほか 4点製造等 13件

契 約 の 概 要 巡視船の建造に伴い、可変ピッチプロペラ、予備翼等を製造するもの

契 約 平成 23年 12月～31年 3月 一般競争契約

上記の契約によ
り製造する予備
翼の枚数及び契
約金額

122枚 87億 3354万余円（平成 23年度～30年度）

上記のうち複数
の巡視船で共有
することにより
減らすことがで
きる予備翼の製
造枚数及び上記
の契約金額との
開差額

44枚 3億 9556万円（平成 24年度～29年度）

1 巡視船のプロペラに係る予備翼の概要

海上保安庁は、海上の安全及び治安の確保を図ることを目的として、多数の巡視船を建造

し、運用している。同庁は、巡視船の船体については、造船会社と契約して建造させている

が、可変ピッチプロペラ
（注 1）

、エンジン、機関砲等については、それぞれの製造会社と契約して

製造させ、造船会社に支給して船体に取り付けさせている。

可変ピッチプロペラは、船体の左舷側及び右舷側に各 1式、計 2式が取り付けられてお

り、その中心部の周りにプロペラ翼が放射状に取り付けられている。そして、プロペラ翼が

海中の漂流物等により損傷した場合には、巡視船をドックに入れてプロペラ翼を取り外し、

予備のプロペラ翼（以下「予備翼」という。）と交換できるようになっている（参考図参照）。

（注 1） 可変ピッチプロペラ エンジンの回転数やプロペラシャフトの回転方向を変えずに速

度の調節をしたり、後進したりすることができるよう、プロペラ翼の傾きを操作す

ることができるプロペラ

（参 考 図）

可変ピッチプロペラの概念図

プロペラ翼

中心部(ボス)

各プロペラ翼がボス上
で回転して傾きを変え
られる

回転方向

ボルト

プロペラシャフト
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海上保安庁は、可変ピッチプロペラの製造に関する契約の中で、船体に取り付けるプロペ

ラシャフト、プロペラ翼等と合わせて、プロペラ翼が損傷した場合に速やかな交換、修理が

行えるよう、予備翼も製造させており、調達した予備翼については、各巡視船別に専用の予

備品として、当該巡視船の所属する海上保安部の倉庫等に保管している。

2 検査の結果

（検査の観点、着眼点、対象及び方法）

本院は、経済性、効率性等の観点から、巡視船の予備翼の製造枚数は、プロペラ翼の互換

性や交換作業の実態を踏まえた適切なものとなっているかなどに着眼して、平成 26年度か

ら 30年度までの間に契約日又は検収日が含まれる可変ピッチプロペラの製造に関する契約

13件、契約金額計 87億 3354万余円（予備翼の製造枚数 122枚）を対象として、海上保安庁

本庁において契約書、仕様書、図面等の関係書類を確認するとともに、 3管区海上保安本部
（注 2）

管内の 5海上保安部
（注 3）

において保管されている予備翼を確認するなどして会計実地検査を行っ

た。また、 2管区海上保安本部
（注 4）

管内の 3海上保安部
（注 5）

については、関係書類の提出を受けるな

どして検査を実施した。

（注 2） 3管区海上保安本部 第一、第九、第十一各管区海上保安本部

（注 3） 5海上保安部 小樽、釧路、稚内、新潟、石垣各海上保安部

（注 4） 2管区海上保安本部 第三、第八両管区海上保安本部

（注 5） 3海上保安部 横浜、舞鶴、境各海上保安部

（検査の結果）

前記可変ピッチプロペラの製造に関する契約 13件のうち、巡視船「くにさき」を 1番船と

する 1000トン型巡視船（以下「くにさき型」という。）に係る契約 5件は、 3製造会社に、同型

の巡視船 18隻に取り付ける可変ピッチプロペラ用として、 1隻当たり 8枚（左舷用及び右舷

用各 4枚）のプロペラ翼や、 1隻ごとに 4枚（左舷用及び右舷用各 2枚）の計 72枚の予備翼を

製造させるものとなっていた。このほか、海上保安庁は、25年度以前に「くにさき型」2隻

を建造した際にも予備翼を計 8枚（左舷用及び右舷用各 4枚）製造させていて、これらを合わ

せて計 20隻の「くにさき型」に対して計 80枚の予備翼を保管することにしていた。また、巡

視船「れいめい」を 1番船とする 6500トン型巡視船（以下「れいめい型」という。）に係る契約 3

件は、 1製造会社に、同型の巡視船 3隻に取り付ける可変ピッチプロペラ用として、 1隻当

たり 10枚（左舷用及び右舷用各 5枚）のプロペラ翼や、 1番船及び 2番船について各 10枚

（左舷用及び右舷用各 5枚）、 3番船について 6枚（左舷用及び右舷用各 3枚）の計 26枚の予

備翼を製造させるものとなっていた。

一方、「くにさき型」20隻及び「れいめい型」3隻に係る予備翼の図面等を確認したとこ

ろ、「くにさき型」の 1隻を除いて、船型及び製造会社が同一であれば、左舷用、右舷用のそ

れぞれについて寸法、形状等が同一で互換性のあるものとなっており、表のとおり、予備翼

を複数の巡視船で共有できるものとなっていた。
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表 予備翼の互換性の状況

船型 製造会社 隻数 1隻当たりの
予備翼枚数

予備翼
の枚数 予備翼の互換性の状況

くにさき型

A社 7隻 4枚 28枚 左の 7隻で共有が可能

B社 6隻 4枚 24枚 左の 6隻で共有が可能

C社 6隻 4枚 24枚 左の 6隻で共有が可能

C社 1隻 4枚 4枚 他の「くにさき型」19隻とは共有できない

れいめい型 B社 3隻 2隻×10枚
1隻×6枚 26枚 左の 3隻で共有が可能

また、既に海上保安部に配属されている「くにさき型」の予備翼の保管場所について確認し

たところ、予備翼は、各巡視船別に専用の予備品として、当該巡視船が所属する海上保安部

の倉庫等に保管されていた。そして、プロペラ翼を予備翼に交換する際には、当該巡視船が

入ることができるドックに予備翼を輸送して交換することにしていた。

そこで、予備翼を共有することとした場合に必要となる枚数について、過去 10か年度間

における巡視船に係る可変ピッチプロペラの損傷事故等の発生状況や、大規模な災害時にお

ける巡視船の活動に支障を来さないよう運用面での安全性を考慮して試算すると、互換性の

ある予備翼については、 1隻分の取付枚数（「くにさき型」の場合 8枚、「れいめい型」の場合

10枚）を 5隻で共有すれば足りると認められた。

これらのことから、「くにさき型」の 19隻に係る 76枚の予備翼は、複数の互換性のある巡

視船（ 7隻、 6隻、 6隻）のグループごとに、 1グループ当たり 2隻分の取付枚数（16枚）計

48枚で足りることとなる。また、同様に、「れいめい型」の 3隻に係る 26枚の予備翼は、 1

隻分の取付枚数（10枚）で足りることとなる。そして、これらを上回る 44枚（「くにさき型」

28枚、「れいめい型」16枚）の予備翼については製造しないこととしていれば、前記の契約金

額との開差額は「くにさき型」が 1億 1988万余円、「れいめい型」が 2億 7567万余円、合計 3

億 9556万余円となる。

このように、巡視船のプロペラに係る予備翼について、互換性のあるものを複数の巡視船

で共有することなく各巡視船別に専用の予備品としていて、巡視船の建造ごとに製造してい

た事態は適切でなく、改善の必要があると認められた。

（発生原因）

このような事態が生じていたのは、海上保安庁において、予備翼の互換性に着目して、複

数の巡視船で共有することの検討や、共有する場合に必要となる予備翼の枚数の検討を行っ

ていなかったことなどによると認められた。

3 当局が講じた改善の処置

上記についての本院の指摘に基づき、海上保安庁は、予備翼の互換性に着目して複数の巡

視船で予備翼を共有することとし、予備翼の適切な必要枚数について、大規模な災害時にお

けるプロペラの損傷に対しても速やかに対応できるよう、運用面での安全性を考慮して、 1

隻に取り付けられたプロペラ翼の枚数と同数の予備翼を 5隻で共有することとした。そし

て、令和元年 8月に、これらのことを今後の予備翼の調達等に関する方針として制定し、適

切な枚数の予備翼を調達するなどの体制を整備する処置を講じた。
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